
 
 
 
 
 
 
 

吸収分割に係る事前開示書類 

（吸収分割会社：会社法第 782条第 1項及び会社法施行規則第 183条に定める書面） 
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2023年２月 24日 

 

東京都台東区東上野二丁目 13番２号 

クリアル株式会社 

代表取締役社長  横田 大造 

 

東京都台東区東上野二丁目 13番２号 

クリアルパートナーズ株式会社 

代表取締役社長  澁谷  賢一 

 

吸収分割に係る事前開示書面 

 

当社（以下「承継会社」といいます。）は、クリアルパートナーズ株式会社（以下「分割会

社」といいます。）との間で 2023 年２月 14日に締結した吸収分割契約に基づき、2023年４

月１日を効力発生日として、分割会社が営む個人向け投資用不動産販売に係る事業に関す

る権利義務（以下「承継対象権利義務」といいます。）を分割会社から承継会社に承継させ

る吸収分割（以下「本吸収分割」といいます。）を行うことといたしました。本吸収分割に

関する会社法第 782 条第 1 項及び会社法施行規則第 183 条並びに会社法第 794 条第 1 項及

び会社法施行規則第 192条の規定する事項は以下のとおりです。 

 

記 

 

１．吸収分割契約の内容（会社法第 782条第 1項、第 794条第 1項） 

別紙 1のとおりです。 

 

２．吸収分割の対価の相当性に関する事項（会社法施行規則第 183条第 1号、会社法施行規

則第 192 条第 1号） 

承継会社は、分割会社の発行済株式の全部を保有するため、本吸収分割に際しては、分

割会社に対して承継対象権利義務の対価を交付いたしません。また、承継会社において、

資本金及び準備金の額は変更しません。 

 

３．分割会社についての事項（会社法施行規則第 183条第 5号、会社法施行規則第 192条第

4号） 

(1)最終事業年度に係る計算書類等の内容 

別紙 2のとおりです。 



(2)最終事業年度の末日後の日を臨時決算日とする臨時計算書類等の内容 

該当事項はありません。 

 

(3)最終事業年度の末日後に生じた重要な財産の処分、重大な債務の負担その他の会社

財産の状況に重要な影響を与える事象 

該当事項はありません。 

 

4．承継会社についての事項（会社法施行規則第 183条第 4号、会社法施行規則第 192条第

６号） 

(1)最終事業年度に係る計算書類等の内容 

承継会社は有価証券報告書及び四半期報告書を関東財務局に提出しています。最

終事業年度に係る計算書類等については、金融商品取引法に基づく有価証券報告

書等の開示書類に関する電子開示システム（EDINET）によりご覧いただけます。 

 

(2)最終事業年度の末日後に生じた重要な財産の処分、重大な債務の負担その他の会社

財産の状況に重要な影響を与える事象 

該当事項はありません。 

 

5．効力発生日以後における分割会社及び承継会社の債務の履行の見込みに関する事項（会

社法施行規則第 183条第 6号、会社法施行規則第 192条第７号） 

(1)分割会社の債務の履行の見込みについて 

分割会社の 2022 年 12 月 31 日現在の貸借対照表における資産の額は 709 百万円、

負債の額は 506百万円であり、資産の額が負債の額を上回っております。本吸収分

割により分割会社が承継会社に承継させる資産の額は 407百万円、負債の額は 371

百万円と見込まれ、本吸収分割の効力発生日以後において、分割会社が負担すべき

債務の履行に支障を及ぼすような事象は現在のところ予測されておりません。し

たがって、本吸収分割後における分割会社の債務について履行の見込みがあるも

のと判断しております。 

 

(2)承継会社の債務の履行の見込みについて 

本件分割効力発生後の承継会社の資産の額は、負債の額を十分に上回ることが見

込まれます。また、本件分割後の承継会社の収益状況及びキャッシュフローの状況

について、債務の履行に支障を及ぼすような事象は、現在のところ予測されており

ません。したがって、本件分割後における承継会社の債務について履行の見込みが

あるものと判断しております。 

以上 



別紙１ 

吸収分割契約 









 

別紙２ 吸収分割会社の最終事業年度に係る計算書類等の内容 
 
 
 

貸 借 対 照 表  

2022 年 3 月 31 日現在 

                                                                        （単位：千円） 

科    目 金   額 科    目 金   額 

 
(資 産 の 部)  

 
(負 債 の 部)  

流 動 資 産 494,397 流 動 負 債 310,925 

現 金 及 び 預 金 344,827     短 期 借 入 金 57,200 

販 売 用 不 動 産 119,011   １年内返済予定の長期借入金 19,812 

貯 蔵 品 1,093     未 払 金 52,017 

前 渡 金 17,400     前 受 金 12,073 

前 払 費 用 1,635     未 払 法 人 税 等 34,134 

    未 収 入 金 10,409     未 払 消 費 税 等 6,402 

    そ の 他 20     管 理 物 件 預 り 金 66,579 

固  定  資  産 16,052     預 り 敷 金 49,786 

投 資 そ の 他 の 資 産 16,052     転 貸 損 失 引 当 金 6,773 

投 資 有 価 証 券 4,257     そ の 他 6,145 

繰 延 税 金 資 産 6,696 固 定 負 債 90,252 

そ の 他 5,099     長 期 借 入 金          86,874 

      転 貸 損 失 引 当 金  3,378 

    

  負 債 合 計 401,177 

  (純  資  産  の  部 )  

  株 主 資 本 108,417 

  資 本 金 14,000 

  資 本 剰 余 金 5,000 

  資 本 準 備 金 5,000 

  利 益 剰 余 金 89,417 

  そ の 他 利 益 剰 余 金 89,417 

    繰 越 利 益 剰 余 金 89,417 

  その他有価証券評価差額金 855 

  評 価 ･ 換 算 差 額 等 855 

  純 資 産 合 計 109,272 

資 産 合 計 510,450 負 債 ・ 純 資 産 合 計 510,450 

  



損 益 計 算 書 

自 2021 年 4 月 １日 
至 2022 年 3 月 31 日 

                                                                              (単位：千円) 

科       目 金       額 

売 上 高  4,683,872 

売 上 原 価  4,176,828 

売 上 総 利 益  507,044 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  466,554 

営 業 利 益  40,489 

営 業 外 収 益   

受 取 利 息 2  

受 取 配 当 金 8  

補 助 金 収 入 907  

そ の 他 6 925 

営 業 外 費 用   

支 払 利 息 3,690  

為 替 差 損 1 3,691 

経 常 利 益  37,723 

税 引 前 当 期 純 利 益  37,723 

法人税、住民税及び事業税 43,437  

法 人 税 等 調 整 額 △35,005 8,431 

当 期 純 利 益  29,291 

 

  



株主資本等変動計算書 

自 2021 年 4 月 １日 
至 2022 年 3 月 31 日 

 

（単位：千円） 

 株 主 資 本 

資 本 金 
資 本 剰 余 金 

資本準備金 資本剰余金合計 

当期首残高 14,000 5,000 5,000 

当期変動額    

 剰余金の配当    

 当期純利益    

 株主資本以外の項目の 

 事業年度中の変動額（純額） 
   

 当期変動額合計    

当期末残高 14,000 5,000 5,000 

 

 株 主 資 本 評価・換算差額等 

純資産合計 

利益剰余金 

株主資本 

合計 

その他有価

証券評価差

額金 

評価・ 

換算差額等

合計 

その他利益

剰余金 利益剰余金 

合計 繰越利益 

剰余金 

当期首残高 60,125 60,125 79,125 126 126 79,252 

当期変動額       

 剰余金の配当      － 

 当期純利益 29,291 29,291 29,291   29,291 

 株主資本以外の項目の 

 事業年度中の変動額（純額） 
   728 728 728 

 当期変動額合計 29,291 29,291 29,291 728 728 30,020 

当期末残高 89,417 89,417 108,417   855 855 109,272 

  



個 別 注 記 表 

 
 
１．この計算書類は、「中小企業の会計に関する基本要領」によって作成しております。また、開示される

注記項目の内容は、会社計算規則第98条第2項第1号に基づき，注記事項の一部を省略しております。 

 

２．重要な会計方針 

(1) 資産の評価基準および評価方法 

① 有価証券の評価基準および評価方法 

その他有価証券は、時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処理）移動平均法により算

定）を採用しております。 

 

② 棚卸資産の評価基準および評価方法 

販売用不動産は、個別法による原価法を採用しております。 

 

(2) 引当金の計上基準 

① 賞与引当金 

従業員に対する賞与の支払いに充てるため、賞与支給見込額のうち当事業年度負担額を計上し

ております。 

 

② 転貸損失引当金 

サブリース期間の家賃保証にかかる損失に備えるため、過去の空室率を加味し、将来の損失見

込額を計上しております。 

 

(3) 収益及び費用の計上基準  

当社は、不動産の仕入・売却・管理といった不動産投資に係る業務を行っており、個人投資家を

顧客としております。 

不動産の売却は、当社が仕入れた販売用不動産の販売をおこなっており、顧客との契約に基づき

不動産の引き渡しを行う義務を負っております。履行義務は当該物件が引き渡される一時点で充足

されるものであり、当該引渡時点において収益を計上しております。 

不動産の管理は、投資家が所有する物件の賃貸管理業務を行っており、顧客との契約で定められ

たサービスを提供する義務等を負っております。履行義務は、一定期間にわたり充足されるもので

あり、サービスの提供に応じて収益を認識しております。 

 

(4) その他計算書類の作成のための基本となる重要事項 

① リース取引の処理方法 

オペレーティング・リースに該当することから、通常の賃貸借取引に係る方法により処理して

おります。 

 

② 控除対象外消費税等の処理方法 

販売用不動産に係る控除対象外消費税等は、取得原価に参入しております。 

 

３．会計方針の変更に関する注記 

（収益認識に関する会計基準等の適用） 

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基

準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した



時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしておりま

す。 

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱

いに従っておりますが、利益剰余金の当期首残高に与える影響はありません。また、当該会計処理が

計算書類に及ぼす影響は軽微であります。 

 

（時価の算定に関する会計基準等の適用） 

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基

準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する

会計基準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44－２項に定める経過的な取扱いに従って、

時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を将来にわたって適用することとしました。なお、計算

書類に与える影響はありません。 

 

４．株主資本等変動計算書に関する注記 

(1) 当事業年度末の発行済株式の種類及び総数 

普通株式     1,900株 
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